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１. 16年  9月中間期の業績（平成 16年 4月 1日 ～ 平成 16年 9月 30日）
(1)経営成績 （百万円未満切り捨て）

売　　上　　高 営　業　利　益 経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

16年 9月中間期 434,546 △ 2.6 30,328 △ 3.9 29,190 7.1

15年 9月中間期 446,187 22.8 31,547 ― 27,260 ―

16年 3月期 890,336   66,995 57,561

  中間（当期）純利益

百万円 ％ 円　　銭
16年 9月中間期 19,082 10.8 21.08

15年 9月中間期 17,229 ― 23.03

16年 3月期 38,857 51.28
(注)①期中平均株式数   普通株式：16年9月中間期 905,104,911株  15年9月中間期 748,097,295株
          16年3月期 757,739,565株      （優先株式については別紙をご参照下さい。）
    ②会計処理の方法の変更       無　 
    ③売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)配当状況
１株当たり １株当たり

中間配当金 年間配当金 
円　銭 円　銭

16年 9月中間期 0.00 ―

15年 9月中間期 0.00 ―

16年 3月期 ― 0.00

(3)財政状態
総  資  産 株  主  資　本 株主資本比率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭
16年 9月中間期 909,584 175,831 19.3 83.54

15年 9月中間期 771,984 107,189 13.9 9.61

16年 3月期 808,674 151,722 18.8 58.94
(注)①期末発行済株式数 普通株式：16年9月中間期  907,683,757株  15年9月中間期　748,065,423株

16年3月期  877,577,040株   （自己株式控除後の株式数です。）
（なお、優先株式については別紙をご参照下さい。）

 　 ②期末自己株式数 普通株式：16年9月中間期  614,950株　15年9月中間期  461,488株  
16年3月期  528,708株

２. 17年  3月期の業績予想（ 平成 16年 4月 1日  ～  平成 17年 3月 31日 ）
売上高 経常利益 当期純利益 １株当たり年間配当金

期  末
百万円 百万円 百万円 円　銭 円　銭

通　　期 850,000 55,000 30,000 0.00 0.00

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   33円05銭

         (注)１株当たり予想当期純利益（通期）は重要な後発事象の効果を反映する前の数値です。

なお、業績予想につきましては、現在入手可能な情報に基づき算出しており、主要市場における需給動向、為替などの重要な
要素の変動により、実際の業績と大きく異なる可能性があります。

１ 株 当 た り
中間(当期)純利益



別紙
「期中平均株式数」

 平成１６年９月期  平成１５年９月期  平成１６年３月期
株 株 株

普通株式 905,104,911 748,097,295 757,739,565

優先株式
Ⅰ種優先株式 37,500,000 37,500,000 37,500,000

Ⅱ種優先株式 37,500,000 37,500,000 37,500,000

Ⅲ種優先株式 25,000,000 25,000,000 25,000,000

Ⅳ種優先株式 25,000,000 25,000,000 25,000,000

「中間期末発行済株式数」

 平成１６年９月期  平成１５年９月期  平成１６年３月期
株 株 株

普通株式（自己株式控除後） 907,683,757 748,065,423 877,577,040

優先株式
Ⅰ種優先株式 37,500,000 37,500,000 37,500,000

Ⅱ種優先株式 37,500,000 37,500,000 37,500,000

Ⅲ種優先株式 25,000,000 25,000,000 25,000,000

Ⅳ種優先株式 25,000,000 25,000,000 25,000,000

（注）当中間期の新株予約権の行使による発行済株式総数の増加内容は以下のとおりであります。

（ 株 式 種 類 ） （ 発 行 株 式 数 ） （ 資 本 組 入 額 ）
 新株予約権の行使
   （平成16年 ４月15日） 普通株式 26,109,660 株 2,506,527,360 円

   （平成16年 ４月22日） 普通株式 4,083,299 株 502,245,777 円

合               計 普通株式 30,192,959 株 3,008,773,137 円

「１． １６年 ９月中間期の業績」指標算式

１株当たり中間純利益

１株当たり株主資本

「２． 1７年 3月期の業績予想」指標算式

１株当たり予想当期純利益（通期）

中間期末発行済普通株式数－中間期末の普通株式の自己株式数
予想当期純利益

中間純利益
普通株式の期中平均発行済株式数－普通株式の期中平均自己株式数

中間期末資本の部合計－中間期末発行済優先株式数×発行価額    
中間期末発行済普通株式数－中間期末の普通株式の自己株式数



１．中間損益計算書
（単位：百万円）

科        目 当 中 間 期 前 中 間 期 増   減 前     期
（16.4～16.9） （15.4～15.9）  （15.4～16.3）

434,546 446,187 △ 11,641 890,336

360,583 366,605 △ 6,021 730,395

73,962 79,582 △ 5,619 159,941

43,634 48,034 △ 4,400 92,945

30,328 31,547 △ 1,218 66,995

4,153 1,321 2,831 2,806

3,183 979 2,204 2,106

969 342 627 699

5,291 5,607 △ 316 12,240

3,429 3,660 △ 230 7,021

            その他の営業外費用 1,862 1,947 △ 85 5,218

29,190 27,260 1,929 57,561

5,307 2,164 3,142 6,758

            固 定 資 産 売 却 益 65 15 50 71

            投 資 有 価 証 券 売 却 益 4,875 1,969 2,905 6,400

            そ の 他 の 特 別 利 益 366 179 186 286

17,443 15,978 1,465 32,098

            固 定 資 産 処 分 損 1,247 3,216 △ 1,968 7,819

            非連結子会社等投資・債権評価損 11,449 8,612 2,836 16,714

4,145 － 4,145 －

－ 2,895 △ 2,895 2,958

            そ の 他 の 特 別 損 失 602 1,254 △ 652 4,605

17,054 13,447 3,606 32,221

法人税、住民税及び事業税 1,182 568 613 2,374

△ 3,210 △ 4,350 1,140 △ 9,011

19,082 17,229 1,853 38,857

75,277 120,504 △ 45,227 120,504

△ 20 836 △ 857 △ 1,306

56,215 102,438 △ 46,223 82,953

中 間 （当 期 ）純 利 益

前 期 繰 越 損 失

再 評 価 差 額 金 取 崩 額

中 間 （当 期 ）未 処 理 損 失

法 人 税 等 調 整 額

関 係 会 社 等 投 資 ・債 権 評 価 損

投 資 有 価 証 券 売 却 損

税 引 前 中 間 （当 期 ）純 利 益

国 内 関 係 会 社 整 理 損 失

そ の 他 の 特 別 利 益

特 別 損 失

固 定 資 産 処 分 損

そ の 他 の 特 別 損 失

経 常 利 益

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益

営 業 外 費 用

支 払 利 息

そ の 他 の 営 業 外 費 用

営 業 利 益

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金

そ の 他 の 営 業 外 収 益

売 上 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

販売費及び一般管理費
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２．中間貸借対照表
（単位：百万円）

科        目 当 中 間 期 前     期 増     減 前 中 間 期
（平成16年9月30日） （平成16年3月31日） （平成15年9月30日）（平成16年9月30日）

（ 資 産 の 部 ）
418,145 311,117 107,028 263,453

160,186 69,891 90,294 18,420

334 402 △ 68 207

136,580 126,460 10,120 144,493

42,267 39,153 3,114 34,706

9,119 9,319 △ 199 9,537

5,968 4,572 1,396 8,157

4,387 4,266 120 3,997

2,715 1,861 854 1,855

2,125 1,811 314 1,917

21,316 19,259 2,056 11,203

45 51 △ 6 51

4,865 5,929 △ 1,063 7,591

29,383 26,158 3,224 20,069

5,089 5,252 △ 163 5,647

△ 6,240 △ 3,275 △ 2,965 △ 4,403

491,439 497,557 △ 6,117 508,531

334,755 322,647 12,108 325,184

47,043 47,456 △ 412 50,576

8,967 9,259 △ 292 10,103

44,305 41,228 3,077 42,628

420 387 32 426

9,912 9,400 512 9,506

220,257 207,479 12,778 206,239

3,847 7,434 △ 3,587 5,705

2,425 2,253 172 2,185

2,353 2,179 174 2,110

71 73 △ 1 75

154,258 172,656 △ 18,398 181,160

24,103 26,466 △ 2,362 32,029

79,185 89,513 △ 10,328 91,042

321 162 159 301

15,150 14,221 928 14,684

102 132 △ 30 160

80 96 △ 15 117

57,344 61,045 △ 3,700 68,430

35 47 △ 12 68

15,594 16,980 △ 1,385 13,826

△ 34,759 △ 32,166 △ 2,593 △ 35,657

△ 2,900 △ 3,842 942 △ 3,842

909,584 808,674 100,910 771,984

機 械 及 び 装 置

車両及びその他の陸上運搬具

売 掛 金

製 品

工 具 ･ 器 具 及 び 備 品

土 地

原 材 料

仕 掛 品

貯 蔵 品

前 渡 金

未 収 入 金

貸 倒 引 当 金

流 動 資 産

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

そ の 他

建 物

構 築 物

投 資 そ の 他 の 資 産

関 係 会 社 株 式

建 設 仮 勘 定

前 払 費 用

短 期 貸 付 金

従 業 員 に 対 す る短 期 貸 付 金

繰 延 税 金 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

そ の 他

無 形 固 定 資 産

投 資 有 価 証 券

出 資 金

関 係 会 社 出 資 金

長 期 貸 付 金

従 業 員 に 対 す る長 期 貸 付 金

関 係 会 社 長 期 貸 付 金

長 期 前 払 費 用

そ の 他

貸 倒 引 当 金

投 資 評 価 引 当 金

資 産 合 計
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２．中間貸借対照表
（単位：百万円）

科        目 当 中 間 期 前     期 増     減 前 中 間 期
（平成16年9月30日） （平成16年3月31日） （平成15年9月30日）（平成16年9月30日）

（ 負 債 の 部 ）
413,200 403,123 10,076 415,599

34,437 41,616 △ 7,179 43,491

148,082 134,903 13,178 146,272

59,388 55,494 3,893 61,481

500 1,800 △ 1,300 1,200

79,775 69,833 9,942 61,893

15,000 15,000 － 15,000

10,228 21,318 △ 11,090 23,417

905 1,227 △ 321 8

38,350 31,862 6,488 33,947

5,653 8,228 △ 2,575 5,125

3,789 5,301 △ 1,512 7,777

64 95 △ 30 119

4,020 3,910 110 3,803

5,457 5,134 323 4,477

7,381 7,396 △ 15 7,583

166 － 166 －

320,553 253,828 66,724 249,196

－ － － 15,000

100,000 6,000 94,000 －

124,817 150,927 △ 26,110 137,108

32,892 33,851 △ 958 35,147

2,106 2,468 △ 362 2,972

57,181 57,167 13 55,738

3,554 3,412 142 3,229

733,753 656,951 76,801 664,795

（ 資 本 の 部 ）
70,573 67,564 3,008 55,545

69,926 66,935 2,991 54,954

69,926 66,935 2,991 54,954

△ 56,215 △ 75,277 19,062 △ 94,762

－ 4 △ 4 4

－ 7,671 △ 7,671 7,671

56,215 82,953 △ 26,738 102,438

85,772 85,751 20 83,608

5,842 6,792 △ 950 7,873

△ 67 △ 44 △ 23 △ 30

175,831 151,722 24,108 107,189

909,584 808,674 100,910 771,984

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

土 地 再 評 価 差 額 金

その他有価証券評価差額金

自 己 株 式

退 職 給 付 引 当 金

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金

中 間 （当 期 ）未 処 理 損 失

流 動 負 債

固 定 負 債

利 益 剰 余 金

特 別 償 却 準 備 金

再 評 価 に 係 る繰 延 税 金 負 債

繰 延 税 金 負 債

長 期 預 り 金

資 本 準 備 金

負 債 合 計

資 本 金

資 本 剰 余 金

支 払 手 形

一 年 以 内 償 還 の 社 債

未 払 金

未 払 法 人 税 等

買 掛 金

短 期 借 入 金

一年以内返済予定の長期借入金

コ マ ー シ ャ ル ペ ー パ ー

未 払 費 用

前 受 金

預 り 金

前 受 収 益

そ の 他 流 動 負 債

社 債

長 期 借 入 金

製 品 保 証 引 当 金

賞 与 引 当 金

従 業 員 預 り 金

新 株 予 約 権 付 社 債
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１．有価証券の評価基準及び評価方法

     （１）子会社株式及び関連会社株式・・・ 移動平均法による原価法（一部について評価減を行っている。）

     （２）その他有価証券   

             時価のあるもの ・・・中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法により処理し、

                                 売却原価は移動平均法により算定している。）

             時価のないもの ・・・移動平均法による原価法

２．デリバティブの評価基準及び評価方法

       時価法

３．たな卸資産の評価基準及び評価方法

       製品、原材料、仕掛品、貯蔵品

             総平均法による原価法（一部について評価減を行っている。）

４．固定資産の減価償却の方法

     （１）有形固定資産 

             定額法（なお取得価格が１０万円以上２０万円未満の資産については、３年間で均等償却している。）

               なお主な耐用年数は次のとおりである。

             建物及び構築物       ３年～６５年

             機械装置及び運搬具   ３年～１５年

     （２）無形固定資産 

             自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法。それ以外の無形

             固定資産については、定額法。

５．引当金の計上基準

       貸倒引当金 ・ ・ ・ ・ 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

                             貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を

                             計上している。

       投資評価引当金・ ・ ・ 当社が投資している関係会社等の株式の価値の減少による損失に備えるための引当で、

                             投資先の資産内容等を考慮して計上している。

       賞与引当金 ・ ・ ・ ・ 従業員賞与の支給に充てるための引当で、当期に負担すべき支給見込額を計上している。

       製品保証引当金・ ・ ・ 製品のアフターサービスに対する費用の支出に充てるための引当で、保証書の約定に従

                             い、過去の実績を基礎にして計上している。

       退職給付引当金・ ・ ・ 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務および年金資産の見込

                             み額に基づき、当中間会計期間末において発生していると認められる額を計上している。

                             過去勤務債務は、発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（１年）による

                             定額法により費用処理している。数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における

                             従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（１０年）による定額法により按分した額を

                             それぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとしている。

６．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

       外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理している。

７．リース取引の処理方法

       リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸

       借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

－ 単独 4 －



８．ヘッジ会計の方法

       為替予約及び通貨オプション ・ ・ ・ 振当処理（要件を満たしていないものを除く） 

             金利スワップ       金利スワップ ・ ・ ・ ・ 繰延処理または金融商品に係る会計基準に定める特例処理

９．新株予約権付社債の処理方法

       代用払込みの請求があったとみなす新株予約権付社債のうち、転換社債と経済的実質が同一と考えられるもの

       については一括法によっている。

１０．その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

       消費税等（消費税及び地方消費税をいう。）の会計処理は税抜方式によっている。 

－ 単独 5 －



(中間損益計算書関係)

  １．子会社との取引高

     売   上   高         161,600百万円

     仕   入   高          30,618百万円

     営業取引以外の取引高      917百万円

  ２．記載金額は、百万円未満を切捨てて表示している。

(中間貸借対照表関係)

  １．子会社に対する金銭債権債務

短期金銭債権 94,450 百万円

長期金銭債権 48,084 百万円

短期金銭債務 29,754 百万円

長期金銭債務 2,734 百万円

  ２．有形固定資産の減価償却累計額 480,226 百万円

  ３．貸借対照表に計上した固定資産のほか、リース契約により使用している重要な固定資産として

      自動車製造用設備、金型の一部及びコンピュータがある。

  ４．担保に供している資産

建物 34,506 百万円

構築物   7,666 百万円

機械・装置 40,631 百万円

土地 192,473 百万円

投資有価証券・関係会社株式 17,420 百万円

  ５．保証債務残高 12,076 百万円

      保証類似行為残高 5,142 百万円

      輸出手形割引高 10,034 百万円

  ６．土地の再評価に関する法律第１０条に定める再評価を行った事業用土地の当中間期末の時価の合計額と

      当該事業用土地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額は、50,294百万円である。

  ７．記載金額は、百万円未満を切捨てて表示している。

注記事項
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リース取引関係

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

（１）リース物件の取得価額相当額及び中間期末残高相当額
（単位：百万円）

当 中 間 会 計 期 間 前        期 前 中 間 会 計 期 間
（16.4～16.9） （15.4～16.3） （15.4～15.9）

①取得価額相当額
機械及び装置 14,407 18,065 21,423

工具・器具・備品 12,343 12,704 14,078

その他 1,435 1,783 1,938

  合      計 28,187 32,553 37,439

②減価償却累計額相当額
機械及び装置 6,957 9,610 11,499

工具・器具・備品 6,398 6,674 8,034

その他 1,060 1,345 1,205

  合      計 14,416 17,630 20,738

③期末残高相当額
機械及び装置 7,449 8,454 9,924

工具・器具・備品 5,945 6,029 6,044

その他 375 438 732

     合      計 13,770 14,923 16,701

（２）未経過リース料中間期末残高相当額
（単位：百万円）

当 中 間 会 計 期 間 前        期 前 中 間 会 計 期 間
（16.4～16.9） （15.4～16.3） （15.4～15.9）

   １  年  以  内 4,390 4,704 5,678

  １    年    超 10,038 10,960 11,809

    合      計 14,429 15,664 17,488

（３）支払リース料及び減価償却費相当額
（単位：百万円）

当 中 間 会 計 期 間 前        期 前 中 間 会 計 期 間
（16.4～16.9） （15.4～16.3） （15.4～15.9）

 支払リース料 2,734 6,412 3,295

減価償却費相当額 2,404 5,653 2,862

支払利息相当額 297 709 326

（４）減価償却費相当額の算定方法
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

（５） 利息相当額の算定方法
リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分
方法については利息法によっている。

２．オペレーティング・リース取引未経過リース料

該当なし
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子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの    （単位：百万円）

当  中  間  期  （平成16年9月30日現在）
種        類 貸借対照表計上額 時     価 差     額

関 連 会 社 株 式 1,198 6,378 5,179

有価証券関係
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（１）販売台数
当  中  間  期 前  中  間  期 前 中 間 期 比
（16.4～16.9） （15.4～15.9） 増     減

国内 輸出 合計 国内 輸出 合計 国内 輸出 合計
大  型、中  型 台 台 台 台 台 台 台 台 台
トラック ・ バス 13,841 11,152 24,993 15,904 10,748 26,652 △ 2,063 404 △ 1,659

小型トラック・バス 30,633 54,376 85,009 36,870 58,885 95,755 △ 6,237 △ 4,509 △ 10,746

合          計 44,474 65,528 110,002 52,774 69,633 122,407 △ 8,300 △ 4,105 △ 12,405

（２）部門別売上高
      （記載金額は百万円未満を切捨てて表示している。）

当  中  間  期 前  中  間  期 前 中 間 期 比
（16.4～16.9） （15.4～15.9） 増     減

国内 輸出 合計 国内 輸出 合計 国内 輸出 合計
大  型、中  型 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

トラック ・ バス 83,991 40,570 124,561 94,960 40,858 135,819 △ 10,969 △ 288 △ 11,257

小型トラック・バス 67,179 70,630 137,810 82,558 72,685 155,244 △ 15,378 △ 2,054 △ 17,433

計 151,170 111,201 262,371 177,518 113,544 291,063 △ 26,348 △ 2,343 △ 28,691
海外生産用部品 - 33,112 33,112 - 16,047 16,047 - 17,065 17,065
ｴﾝｼﾞﾝ・ｺﾝﾎﾟｰﾈﾝﾄ

   ・部品等 52,440 86,620 139,061 60,523 78,553 139,076 △ 8,082 8,066 △ 15

計 203,611 230,934 434,546 238,041 208,145 446,187 △ 34,430 22,789 △ 11,641

販売実績
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(重要な後発事象）

Ⅰ 資本減少及び資本準備金の減少

  当社は、平成16年11月18日開催の取締役会において、平成16年12月22日に開催予定の臨時株主総会に、資本減少（Ⅱ種優先株式

の強制有償消却による減資）及び資本準備金の減少について、下記のとおり付議することを決議した。

1. 資本減少

（１）資本減少の目的

  Ⅱ種優先株式の強制有償消却による資本減少を行うことで、将来当該優先株式が普通株式に転換され、普通株主の持株比率が

希薄化されることを防ぎ、また、将来の配当負担を軽減する。

  なお、Ⅱ種優先株式は、当初転換価額54円で全部転換されたと仮定した場合、普通株式（潜在株数）555,555,555株となるもの

であり、本件優先株式の強制有償消却により、普通株式の希薄化のインパクトを縮減する効果が期待される。

（２）資本減少の内容

①減少すべき資本の額

当社の資本の額を600億円減少する。

②資本減少の方法

Ⅱ種優先株式37,500,000株全てを有償で強制消却する方法により、Ⅱ種優先株主に600億円を払い戻す。

（３）資本減少の日程

①取締役会決議日                      平成16年11月18日

②臨時株主総会決議日                平成16年12月22日（予定）

③債権者異議申述最終期日          平成17年1月下旬（予定）

④減資の効力発生日                   平成17年1月下旬（予定）

２．資本準備金の減少

（１）資本準備金の減少の目的

財務体質改善のために資本の欠損を填補し、今後の財務政策上の柔軟性･機動性を確保する。

（２）資本準備金の減少の内容

商法第289条第２項の規定に基づき、資本の欠損填補を目的として、当社の資本準備金を500億円減少する。

（３）資本準備金の減少の日程

①取締役会決議日                      平成16年11月18日

②臨時株主総会決議日                平成16年12月22日（予定）

③債権者異議申述最終期日          平成17年1月下旬（予定）

④準備金減少の効力発生日          平成17年1月下旬（予定）

Ⅱ 転換社債型新株予約権付社債の新株への転換

  当社が平成16年8月23日に発行した第2回無担保転換社債型新株予約権付社債(総額 １,000億円）につき、平成16年10月1日から

平成16年10月31日までの間に、新株予約権の権利行使による新株への転換が行われた。その内容は以下のとおりである。

（１）転換社債型新株予約権付社債の減少額 15,000,000,000円

（２）資本金の増加額 7,504,077,162円

（３）資本準備金の増加額 7,495,922,838円

（４）増加した株式の種類及び株数

普通株式 58,788,511株
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（５）新株の配当起算日

  平成16年10月1日に当社の普通株式の交付があったものとみなして支払う。

（６）新株予約権付社債の減少による支払利息の減少見込額

  該当事項はない。

Ⅲ 財務諸表提出会社の発行済株式総数、資本金等の推移（予想）について

  資本減少及び資本準備金の減少ならびに転換社債型新株予約権付社債の新株への転換（平成16年10月31日までの転換）により

予想される発行済株式総数、資本金及び資本準備金の推移は以下のとおりである。

発行済株式総 発行済株式総 資本金増減額 資本金残高 資本準備金増 資本準備金残

年月日 株式の種類 数増減数 数残高 (百万円） (百万円） 減額(百万円）高(百万円）

（株） （株）

平成16年3月31日現在 普通株式 878,105,748

優先株式 125,000,000

合計 1,003,105,748 67,564 66,935

平成16年9月30日現在 普通株式 30,192,959 908,298,707

優先株式 125,000,000

合計 30,192,959 1,033,298,707 3,008 70,573 2,991 69,926

平成16年10月31日現在 普通株式 58,788,511 967,087,218

優先株式 125,000,000

合計 58,788,511 1,092,087,218 7,504 78,077 7,495 77,422

Ⅱ種優先株式強制消却 普通株式 967,087,218

及び資本準備金の減少後 優先株式 -37,500,000 87,500,000

（注1） 合計 -37,500,000 1,054,587,218 -60,000 18,077 -50,000 27,422

(注1) 本年11月から当該効力発生日までの新株予約権の行使により増加する資本金及び資本準備金の額は含まず。

(注2) 金額は表示単位未満を切り捨てて表示している。
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